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＜CQM の 10-12 月期成長率最終予測は 3 週連続でプラス。12 月の景気動向指数も局面変化を示唆。＞ 

 
今回(2/4-2/12)は、1 月の景気ウォッチャー調査、12 月の消費総合指数、機械受注、情報サービス業売上高、景気動向

指数及び国際収支状況が更新された。これらは、民間最終消費支出、民間企業設備及び純輸出の予測値に影響を与える。 

12 月の消費総合指数は前月比+0.3%上昇し 3 ヵ月連続のプラス。事前予測を上回ったが、過去データが 3 ヵ月にわたっ

て下方修正されたため、10-12 月期の実績値は前期比+0.9%となった。結果、10-12 月期の実質民間最終消費支出の予測

値は先週から小幅下方修正された(前期比+1.0%→同+0.9%)。 

12 月の景気動向一致指数(CI)は 9 ヵ月ぶりに前月比改善した。景気の基調判断するための 3 ヶ月移動平均も 7 ヵ月ぶり

の上昇。内閣府は基調判断を 3 ヵ月連続で「悪化」と据え置いているが、1 月の 3 ヵ月移動平均値が上昇すれば、局面が

「下げ止まり」に変更される可能性が高い。このように CI の結果からも景気の局面変化が示唆されている。 

民間企業設備投資の先行指標であるコア機械受注は、12 月に前月比+2.8%増加した。3 ヵ月連続のプラスとなったが、

10-12 月期実質民間企業設備の最終予測値は先週から横ばい(前期比-1.6%→同-1.6%)となった。 

12 月の経常収支は 2 ヵ月連続の赤字となった。季節調整値は黒字となったが前月比-56.6%減少した。結果、10-12 月

期の実質純輸出の最終予測値は先週からほぼ横ばい(6.744 兆円→6.733 兆円)となった。 

今週の CQM(支出サイド)は、10-12 月期の実質 GDP 成長率を、内需は拡大するが、純輸出は小幅縮小するため前期比

年率+1.2%と予測(先週は+1.4%)。3 週連続でプラス成長を予測しており、景気はすでに後退局面を脱したといえよう。14

日に 10-12 月期の GDP1 次速報値が発表されるため、今回が同期の最終予測となる。 

CQM 予測の動態：実質 GDP 成長率 
2012Q4 (%，前期比年率換算)  
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▶今回(2/4-2/12)は、1 月の景気ウォッ

チャー調査、12 月の消費総合指数、

機械受注、情報サービス業売上高、

景気動向指数及び国際収支状況が更

新された。 
▶これらは、民間最終消費支出、民間

企業設備及び純輸出の予測値に影響

を与える。 
▶12 月の消費総合指数は前月比

+0.3%上昇し 3 ヵ月連続のプラス。

結果、10-12 月期の実質民間最終消

費支出の予測値は先週から小幅下方

修正された。 
▶12 月の景気動向一致指数は 9 ヵ月

ぶりに前月比改善。1 月の結果次第

で、景気の基調が「下げ止まり」に

変更される可能性が高い。このよう

に CI の結果からも景気の局面変化

が示唆されている。 
▶今週のCQM(支出サイド：最終予測)
は、10-12 月期の実質 GDP 成長率を

前期比年率+1.2%と予測。3 週連続

でプラス成長を予測しており、景気

はすでに後退局面を脱した。 

稲田義久（APIR 研究統括） 

内容に関するお問い合わせは下記まで
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